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エグゼクティブサマリー 

 

本レポートは、2020年 12月に米国のアジア外交専門家と、電通 PRのパブリックア

フェアーズ専門家の間で協議された内容に基づくレポートである。 

日本企業がとくに注目すべき点として次の 3点が挙げられる。 

 

1. 対日通商政策のキーパーソンはキャサリン・タイ氏に 

トランプ政権時代に日米貿易協定が締結されたが、バイデン政権発足当初は貿易・

通商政策について、大きな動きはないと考えられる。バイデンは USTR代表に、キ

ャサリン・タイ（下院歳入委員会首席通商顧問）を指名した。タイは通商問題につ

いて経験豊富、政策通でもあることから、民主党・共和党に限らず、米国内での期

待は高い。タイ代表は日本に対しては同盟国であることは認識しつつ、将来的に米

国の利益となる点について具体的な交渉案を作っていくことになる。今後、米中は

CPTPPへの加盟をめぐっての攻防を展開することになるが、日本は CPTPP、RCEP

における中心国であるため、多国間協定におけるリーダーシップが期待される。 

 

2. バイデン政権の経済政策の目玉は気候変動対策関連投資 

バイデン政権が最も積極的に進めるのは、気候変動に関する政策である。就任後、

間もなくパリ協定に戻ると考えられる。気候変動対策および環境インフラ投資は、

スローガン“Build Back Better”で掲げる五つの経済政策の一つであり、下流への経

済効果もある 3 兆ドルのプロラグムである。再生可能エネルギーに関しては、オバ

マ政権下で行ったクリーンパワープランのように、クリーンエネルギー基準を設け

てくると思われる。 

自動車業界にとって脅威となるのが、議会の承認を必要とせずに政権が実行できる

CAFE規制（企業別平均燃費基準）の強化である。 

 

3. 安定供給できる LNGは日米にとって引き続き重要なエネルギー 

LNGは安定供給ができ、中期的には必要なエネルギーであるため、バイデン政権は

これを大きく損ねるような動きは見せないと想定する。バイデン政権の多くの側近

や LNG業界は、LNGは米国内で必要なものであり、未来に向けての移行期の燃料

であると主張している。実際、ガスによって、米国の CO2排出量は 1994年レベル

まで下がっており、石炭の使用は急速に減少している。民主党内そして共和党と民

主党の間で、エネルギーミックスにおいて天然ガスが果たす役割について、激しい

綱引きが見られるだろう。 

日本（企業）は、シェールガス／LNGに大きな投資をしているが、中期的には日本

がアジア域内における地域のハブ、LNG供給基地になるという可能性、役割は今後

増大すると考えられる。 
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⚫ バイデン政権の外交政策は、トランプ時代とは一転し、国際協調を中心とした

伝統的なアプローチに回帰していくと考えられる。ただし、旧オバマ政権のス

タッフとバイデンのスタッフとの間ですでに確執があり、必ずしも調和がとれ

ているわけではない。政策立案において、今後、せめぎ合いが生じる可能性が

高い。 

⚫ 気候変動問題については、バイデンは中国を意識しているため、今後、米中間

でどのような交渉を行うのか見守る必要がある。オバマ時代は、米中の協力関

係にそぐわない内容はあまり重視されなかったため、日本を含めた同盟国にと

って必ずしもプラスにならないところがあった。 

⚫ 1月 5日にジョージア州の上院の二つの議席の決選投票を迎える。共和党が上

院でリーダーシップをとるためには、議席の過半数をとる必要がある。しかし、

決選投票に向けた共和党の現在の動きは、上院を支配し続けることへの関心の

表れであり、必ずしもバイデン政権との対峙を意味しているとは限らない。ミ

ッチ・マコーネル上院院内総務とバイデンは、これまでにも仕事面で協力して

きており、悲観的ではない。 

⚫ 共和党が上院で優位に立つ重要性は、①向こう 2年間のバイデン政権の動きを

チェックでき、政策の牽制ができる、②アメリカの政策がバイデン政権の意向

のみで行われることを防ぐために、議会における議案の上程、立法の流れをコ

ントロールすることが肝要だからである。 

  

• 大統領選挙の結果については、毎日のように情報が更新されてい
るが、12月4日現在、ジョージア州、ウィスコンシン州、そしてアリゾ
ナ州が集計結果の正当性を認め、3州すべてでバイデン候補の勝
利が確認された。

• 一般調達局は11月24日、正式な政権移行手続きの開始を承認し、
バイデン候補は11月30日から「大統領日報」の受け取りを開始した。

• バイデンの政権移行チームが閣僚候補者の発表を開始。多様性に
富み、各分野でよく知られた顔ぶれとなっている。オバマ政権時代
の政策との整合性を図る意向があると見られる。

• 来年1月5日のジョージア州上院選挙後に、共和党は多数を占める

ことができるか、共和党上院はバイデン政権に協力するのか課題と
なる。

Washington Policy Update Vol. 8
Tokyo-Washington D.C. Video Conference  | December 2020

バイデン政権への移行
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⚫ バイデン政権にとってまず着手しなければならないことは、新型コロナ対策と

緊急経済対策という国内向け政策となる。緊急対策以後の中期的な経済政策は、

米国内における製造業の雇用拡大、中産階級の回復、インフラ開発となるだろ

う。当分の間、貿易・通商政策については大きな動きはないと考えられる。 

⚫ バイデンは 100日計画の発表をしているが、そこでは通商政策については言及

していない。おそらく、バイデン大統領は通商拡大法 232条の活用を縮小させ

るのではないかと考えられる。関税や鉄鋼、アルミの問題に関して、通商拡大

法 232条は、日本とヨーロッパにとって大きな痛手となってきた。議会はこの

問題を解決しようとするだろう。 

⚫ 通商チームが任命されると、直ちに直面する課題は TPA の更新であり、これ

ができなければ速やかに貿易交渉に入ることができない。日本との貿易交渉の

第 2段階についても、TPAの権限を与えられないと実施することができない。 

⚫ バイデンは 12月 10日、USTR（米国通商代表部）代表に、キャサリン・タイ

を指名した。タイは、現在、下院歳入委員会首席通商顧問であり、通商問題に

ついての経験も豊富、政策通でもあることから、民主党・共和党に限らず、米

国内での期待は高い。民主党内において、労働改革、通商政策、環境問題など

に関して意見は一致していない。急進左派と中道派の綱引きは今後も続く。 

⚫ タイ USTR代表としては、まずライトハイザー時代に締結した日米貿易協定、

米中経済貿易協定を精査し、何から着手すべきかについての検討を行うだろう。

対中政策は引き続き厳しく、日本に対しては同盟国であることは認識しつつ、

将来的に米国の利益となる点について具体案をまとめていくと考えられる。  

• バイデンの経済再生計画の焦点は通商政策ではなく、製造業の支
援やインフラ整備である。連邦政府による米国製品の購入「バイ・ア
メリカン」を掲げ、国内を重視する姿勢を打ち出している。

• 民主党の急進左派は、貿易協定に労働問題と環境問題を盛り込む
ことを強く求めるなど、民主党内での議論に発展する可能性が高い。

• バイデン政権の100日計画では、通商政策に焦点が当てられていな
いものの、同政権は通商拡大法第232条による同盟国およびパート
ナー国に対する鉄鋼およびアルミニウムへの追加関税を撤廃する
可能性がある。政権初期の通商交渉では対中政策が優先される見
通しである。

• バイデン政権の通商政策における重要な課題は、大統領貿易促進
権限（TPA）の更新、関税および輸出規制の行方、米中貿易協定の
行方である。

バイデン政権の通商政策の優先事項

Washington Policy Update Vol. 8
Tokyo-Washington D.C. Video Conference  | December 2020



5 

 

Copyright © 2020 Dentsu Public Relations Inc. All rights reserved. 

 

 

⚫ 日米貿易協定の第 1段階はミニディールであり、一部関税の軽減措置があった

ものの、それほど論議を呼ぶものではなかった。バイデン政権の方向性として、

日本と引き続き二国間交渉を探っていく可能性は低い。CPTPP の交渉にすぐ

に入るのかどうかはまだわからない。異なる考え方として、WTO の文脈の中

で、中国という課題に日本と一緒に対処していく、交渉を探るという道筋もあ

る。しばらくは安全運転をし、WTO改革にフォーカスすることも考えられる。 

⚫ 日本は CPTPP（TPP11）だけでなく、RCEPの交渉に深く関わっている。日

本が経済的な交渉を中国と行う道筋を作り、世界的な貿易の動きの中心に身を

置いていることは高く評価できる。日本の問題は次に何をするのかということ

である。方向性として、デジタルトレードの議論を行うのか、貿易協定を拡大

するのか、国際通商においてのリーダーシップが問われる。 

⚫ RCEP、CPTPP と多国間協定に背を向けた米国を外した形でのインド太平洋

域内における貿易協力は進んでいる。バイデン政権ではこうした地域協定との

連携が進むと考えられる。とくに、安全保障上、関係が強い日本、韓国、オー

ストラリアなどは、対中牽制として米国の存在感を求めてくるだろう。 

⚫ 米国の対日通商政策を考える上で重要なことは、中国および米国の CPTPP

加盟問題である。米国が先に CPTPPに加盟した場合、中国にとってのハー

ドルは限りなく高いものとなる。一方、中国が先に加盟した場合、米国は中

国に頭を下げて加盟の交渉をすることとなり、大統領、議会とも受け入れが

たい状況となる。日本は CPTPPの中心国として、使い方は難しいが有効な

カードを手にしていると考えられる。中国は RCEPに加盟しており、この 4

年間を無駄にした米国よりも有利な立場にあるといえる。  

Washington Policy Update Vol. 8
Tokyo-Washington D.C. Video Conference  | December 2020

• 日米通商協議は、今後数ヵ月は進展の見込みがない。

• 日本の優先課題は、RCEP（東アジア地域包括的経済連携）協定後

の貿易協定の拡大（日中韓貿易協定交渉、多国間デジタル貿易協
定交渉）である。

• 米中貿易摩擦により、米国抜きの地域貿易協定（RCEP、中国とEU

の投資協定など）が拡大しつつある。

• 米中は今後、CPTPP加盟をめぐって水面下で激しい攻防を行うだろ
う。米国が多国間協定に背を向けている間に、中国がRCEPに加盟
したが、中国の経済協力に期待するASEAN諸国は多い。CPTPP

に米中のどちらが先に加盟するか、CPTPPのリーダーシップを持つ
日本の責任は大きい。

日米通商協議の見通し
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⚫ 日本の自動車部門の米国への投資は莫大である。50州中 28州において日本の

拠点がある。そして、24 ヵ所の生産施設、49 ヵ所の研究開発・デザイン施設

が米国内にある。だが、この件についての米国議会での理解はそれほど進んで

いない。上記以外にディーラーを含めると、日本の自動車産業は実は 50 州す

べてをカバーしている。中規模、小規模の都市で雇用を創出し、慈善団体に多

大な寄付を行い、地元コミュニティーにおいて大きな存在感を持っている。日

本の自動車メーカーの大きな投資は、十分に貿易交渉のカードとなり、実際、

安倍首相がトランプ大統領に指摘している。 

⚫ しかし、バイデン政権が提案する労働条項は、日本の自動車メーカーの投資に

影響を及ぼす。労働組合への参加が促進されることになれば、米国の 3大メー

カーが有利となる。日本の自動車会社にとっては、コンプライアンスコストが

上がることになるため、今後、注視していく必要がある。 

⚫ 日米関係で課題となっているセクターは医薬品である。とくに薬価の設定、薬

事、医薬品の規制の問題、日本市場への参入に関する問題である。トランプ政

権では規制を通じて対応しようとしたが、バイデン政権では、これにどう対応

しようとしているのかまだ見えてきていない。米国では、薬価の問題は大きく、

貿易交渉でどのように取り扱われるか注視する必要がある。 

⚫ バイデン政権はバイ・アメリカン計画を経済のロードマップの中で、かなり強

調しているため、日本にとってサプライチェーンリスクとなり得る。まだ不透

明であるが、日本から米国への輸出、とくに原産地規則や自動車部品の輸入な

ど、今後、厳しい制約要因になることも懸念される。 

  

Washington Policy Update Vol. 8
Tokyo-Washington D.C. Video Conference  | December 2020

• 自動車分野：米国の対日自動車輸出額は120億ドルで輸出総額の
2%であるのに対し、日本の対米自動車輸出額は1480億ドルで輸
出総額の21%と最大の割合を占めている。

• その他の製造業分野：原産地規則の要件が電子機器および機械
の（米国への）輸入に影響を与えている。

• 製薬分野：薬価と規制は、製薬業界にとって依然として重要な問題
であるが、政策における優先度はまだ明らかになっていない。

• バイデンの「バイ・アメリカン」政策および想定される新たな労働・環
境政策は、日本の対米投資や米国拠点に影響を与えるものと考え
られる。

日米間の貿易および投資の見通し
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⚫ バイデン政権は、エネルギーチームを発表していないため方向性はまだ見えな

いが、エネルギー政策の劇的な変更が行われると予想される。民主党における

バイデンの立ち位置は中道派であるが、グリーン・ニューディールを強調する

人々は急進左派であり、自分たちがバイデンを当選に導いたと考えている。そ

のため、バイデンへの政治的圧力が高まることが予想される。 

⚫ バイデンの政策は、ジョージア州の上院決選投票にも大きく左右される。民主

党が 2議席確保し下院で過半数を占めれば、バイデンは、エネルギー政策にお

いて大きく左寄りにシフトするだろう。 

⚫ 議会の承認を必要とせずに、政権としてできることに CAFE規制（企業別平均

燃費基準）の強化がある。オバマプランは、燃費を 2026年までに年率で 5%改

善するというものであったが、トランプはこれを 1.5%まで引き下げている。

バイデンは、オバマよりも意欲的に行うとしている。自動車業界にとっては、

5%でもすでに厳しい数字であるため、政策変更は脅威となる。 

⚫ 再生可能エネルギーに関しては、オバマ政権下で行ったクリーンパワープラン

（最高裁で違憲判決、その後トランプ大統領が EPA に対し、クリーンパワー

プランの見直しを命ずる大統領令に署名して廃止）のように、クリーンエネル

ギー基準を設けてくると思われる。 

⚫ バイデン政権が最も積極的に進めるのは、気候変動に関する政策である。就任

後数日以内に、パリ協定に戻ると考えられる。気候変動対策および環境インフ

ラ投資は、スローガン“Build Back Better”で掲げる五つの経済政策の一つで

あり、3 兆ドルのプロラグムである。下流へのトリクルダウン効果を及ぼす政

策といえる。 

Washington Policy Update Vol. 8
Tokyo-Washington D.C. Video Conference  | December 2020

• 通商政策と同様、エネルギー政策に関してバイデンは民主党の急
進左派と穏健派の板挟みになることが予想される。

• 上院を支配する政党の行方※1が、主要な政策改革の鍵を握ってい
るが、CAFE規制※2とエネルギー政策における連邦政府の土地利
用については議会承認を必要としない。

• バイデンは本質的には中道派であるが、そのエネルギー政策は伝
統的な中道左派の政策がベースとなるだろう。気候変動対策の進
展を目指すと考えられる。連邦保有地鉱区における新規のシェール
ガス掘削の取り止めは小規模な政策であるが、グリーン・ニュー
ディール政策は意欲的な内容である。

※1: 2021年1月5日のジョージア州における決選投票で決定

※2:企業別平均燃費基準：自動車の燃費規制で、車種別ではなくメーカー全体で出荷台数を加
味した平均燃費（過重調和平均燃費）を算出し、規制をかける方法

エネルギー政策における優先事項
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⚫ 日米のエネルギー政策については、LNG が一番のテーマといえる。米国のガ

ス生産はパンデミックがあっても持ちこたえており、それほど影響を及ぼして

いない。LNG の輸出先である日本企業やアジア企業は、今のところとくに影

響は受けていない。 

⚫ 重要な点は、バイデン政権のエネルギー政策は、民主党内を深く分断するとい

うことである。急進左派は、「天然ガスから撤退する」「ガスインフラに投資す

べきでない」「再生可能エネルギーに移行すべきだ」と考えている。また、バイ

デンは 2035年までに電力セクターを脱炭素化すると主張している。 

⚫ しかし、バイデンのほとんどの側近や LNG業界は、LNGは国内に必要なもの

であり、未来に向けての移行期の燃料であると主張している。ガスによって、

米国の CO2 排出量は 1994 年レベルまで下がっており、石炭の使用は急速に

減少している。民主党内そして共和党と民主党の間で、エネルギーミックスに

おいて天然ガスが果たす役割について、激しい綱引きが見られる。 

⚫ エネルギー省（DOE）が新しいエネルギープロジェクトを承認する際に、炭素

の排出条件の環境評価をステートメントに入れるとなれば、承認プロセスがス

ローダウンする。トランプ政権では、承認プロセスが加速していた。そういう

意味では、向かい風になる。 

⚫ 州レベルにおいて、新しいパイプラインの整備をする場合、問題が出てきてい

る。最近、パイプライン敷設に関する訴訟があり、2 件のプロジェクトがスポ

ンサーから放棄された。バイデン政権の気候変動対策強化によって、意を強く

する環境団体も現れるため、今後、環境保全の NGOや団体からの訴訟が増加

するだろう。 

Washington Policy Update Vol. 8
Tokyo-Washington D.C. Video Conference  | December 2020

• 日米におけるエネルギーの最重要課題はLNG（液化天然ガス）であ
る。新型コロナの感染拡大にもかかわらず、2020年は米国の対日
LNG輸出は2019年に匹敵するか、それを上回る過去最大の年にな
る見通しである。

• バイデン政権はクリーンエネルギー政策を進めるが、シェールガス
／オイル、そしてLNG政策で深刻なジレンマを抱えることになる。

• 現在の市況を考えた場合、価格が下落していることから、LNG生産
の大幅増加は望めない。

• クリーンエネルギーへのシフトは長期的課題であり、バイデン政権
がLNG輸出を禁止する可能性は低い。

• シェールガスの掘削、LNG輸出については、連邦レベルで大きな制

約がある。また、州レベルでの規則の違い、輸送・輸出インフラの制
限などもある。

日米のエネルギー政策
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⚫ 日本を含むエネルギーインフラに関するアジア・エッジ・イニシアチブ（Asia 

EDGE）は、バイデン政権下でも継続すると思われる。国務長官や安全保障会

議の人事を見ても、同盟国との関係を強化し、中国を牽制しようとする意向が

見られる。インド太平洋地域において、トランプ政権は、単独主義であったが、

バイデン政権はより包括的なアプローチをとると思われる。 

⚫ 日米の協力関係は、インド太平洋エネルギー政策の中で、整合がとれている。

地域の貿易イニシアチブに深く関わり、多国間での貿易関係にも力を入れるだ

ろう。パイプラインに関する日米協力や LNG のインフラをアジア全土で開発

しようとする意向は評価できる。バイデン政権がこれに賛成をしない理由はな

いが、より再生可能なエネルギーにシフトしていく可能性は高い。 

⚫ 日本が、アジア域内における地域のハブ、LNG供給基地になるという役割は、

ますます増大すると考えている。LNG は安定供給ができ、中期的には必要な

エネルギーであるため、バイデン政権はこれを大きく損ねるような動きは見せ

ないと想定される。 

⚫ 中国は一帯一路構想においてエネルギー投資に力を入れている。バイデンがト

ランプのように中国の一帯一路に対抗するかどうかはわからない。日本、アジ

アに関する地政学的な問題は、気候変動問題に比べると焦点が当たらないので

はないかという意見もある。 

  

Washington Policy Update Vol. 8
Tokyo-Washington D.C. Video Conference  | December 2020

• アジア・エッジ・イニシアティブ（エネルギーを通じたアジアの開発と
成長の促進）は、バイデン政権がインド太平洋戦略を引き続き重視
する場合、継続される可能性が高い。

• 米国内におけるインフラ開発への支援は再生可能エネルギーに向
けて緩やかにシフトする可能性があるが、東南アジア、南アジア、中
央アジアにおけるエネルギーおよびインフラ整備に関する日米協力
の見通しは良好である。

• 日本は、米国産LNGのアジア各国への貿易ハブとなるポテンシャル
がある。

• 中国の一帯一路に対抗する日米のインフラ構想として、「ブルー・
ドット・ネットワーク（質の高いインフラを認証する仕組み）」および「質
の高いインフラ投資」がある。

米国の対アジア・エネルギー戦略
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